
 

〔改善措置状況〕  

令 和 2年 1⽉ 21⽇ 
近畿管区⾏政評価局 

 
 

 

 
 
 

 
 

 

児童⽣徒等のインフルエンザ治癒後、再出席時の
報告⼿続を簡素化  

 
－国⽴⼤学法⼈において当局のあっせんを踏まえた⾒直しに着⼿－ 

【

】 

 総務省近畿管区⾏政評価局（局⻑：清⽔正博）は、「子どものインフルエ
 ンザが治癒し学校に再出席する際、会社を休んで病院に連れて行き、再受
 診の上、医師が作成する治癒証明書を作成してもらい学校に提出したが、
 
負担となるのでこれを提出しなくてもよい取扱いにしてほしい。」との行政
 
相談を受け、⺠間有識者で構成する⾏政苦情救済推進会議（座⻑：藪野 恒 明 元⼤阪弁護⼠会会⻑）に処理⽅針等を諮り、同会議において⽰された意 
⾒を踏まえて、令和元年 10 ⽉ 29 ⽇、近畿管内 4 国⽴⼤学法⼈（京都教育 
 ⼤学、⼤阪教育⼤学、神⼾⼤学及び兵庫教育⼤学）に対して、再受診や医

 師作成書類の提出を原則不要とすること等のあっせんを行いました（注）。 
 この結果、同年 12 ⽉ 27 ⽇までにこれら４国⽴⼤学法⼈から回答があ
 
 り、附属学校等において、児童生徒等がインフルエンザにかかり、治癒後
 
 再出席する際に学校に書類を提出する取扱いについて、次のとおり、保護
 
 者等の負担軽減が図られることになりました。 
  （注）管内の府県教育委員会にもあっせん内容を参考連絡しています。 

【国立大学法人による改善の取組

 
 ① 医師作成書類の提出を求めていた附属学校等については、その提出を
 
 原則不要とした（一部は来年度から実施）。 
 
 ② 保護者からの報告書を求める場合、治癒後に再受診が必要であるとの
 
 誤解を招く文面となっている附属学校等については、誤解を生じないよ
 
 う、文面を見直すこととする。 
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近畿管区⾏政評価局 総務⾏政相談部 
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